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電機・精密・情報企業のIFRS導入の実態分析と課題

大　倉　雄次郎

Ⅰ．IFRS導入の背景

１．今回の分析対象会社の概観

　今回分析対象となった米国会計基準適用からIFRS導入を行ったのは３社である。

日立製作所グループ（以下「日立製作所）と略す。）は，売上収益９兆7,749億円，情報通信，

電力，社会産業システム，電子装置，高機能材料，建設機械，オートモティブ，生活エコ，物

流等９つの事業セグメント（連結子会社1,056社，持分法適用会社249社）で336千人の従業員

の総合電機情報企業グループである。

パナソニックグループは，売上収益７兆3,437億円，アプライアンス，エコソリユ―ションズ，

AVCネットワークス，オートモティブ＆インダストリアルズ等４つの事業セグメント（連結

子会社495社）で257千人の従業員の総合エレトロニクス企業グループである。

リコーは，売上収益２兆2,369億円，画像ソリューションと産業の２つの事業セグメント（子

会社213社，関連会社10社）で108千人の従業員の精密企業である。

　次に，日本基準適用からIFRS導入を行った企業も３社である。富士通は，売上収益４兆

7,532億円で，テクノロジーソリューション，ユビキタスソリューション，デバイスソリュー

ションの３つの事業セグメント（子会社510社，関連会社77社）で158千人の従業員の情報企業

である。NECは，売上収益２兆6,650億円でパブリック，エンタープライズ，テレコムキャリア，

システムプラットフォームの４つの事業セグメント（連結子会社238社，関連会社56社）で107

千人の従業員の情報企業である。セイコーエプソンは，売上収益１兆863億円で情報関連機器，

デバイス精密，センサー機器の３つの事業セグメントで69千人の従業員の精密情報企業である。

２．株主状況

　外国人投資家の存在を日本証券取引所調査によれば，2016年３月末現在の上場株式の平均を

みると外国法人等の株式保有比率は2016年３月末で29.8％である。

　これに対して今回分析対象となった米国会計基準適用からIFRS導入を行った企業における

外国法人等の株式保有比率は，日立製作所45.16%，パナソニック32.67%，リコー35.26%である。
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US Gaap
　→IFRS

株式の状況（１単元の株式数＝1,000株） 合計
区分 政府・地

方公共団
体

金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人
等（個人
以外）

外国個人 個人
その他

日立製作所 株主数（人） ２ 255 99 2,867 916 115 300,145 304,399

2015.3.31 所有株式数
（単元） 46 1,347,775 131,319 87,124 2,172,376 412 1,071,143 4,810,195

割合（％） 0.00% 28.02% 2.73% 1.81% 45.16% 0.01% 22.27% 100.00%
パナソニック 株主数（人） １ 181 87 3,498 906 358 424,956 429,987

2017.3.31 所有株式数
（単元） １ 7,187,599 359,749 1,702,421 7,987,094 18,661 7,189,404 24,444,929

割合（％） 0.00% 29.40% 1.47% 6.96% 32.67% 0.08% 29.41% 100.00%
リコー 株主数（人） ０ 138 58 612 564 28 33,841 35,241

2014.3.31 所有株式数
（単元） ０ 3,336,582 207,727 349,327 2,623,274 823 922,848 7,440,581

割合（％） 0.00% 44.84% 2.79% 4.69% 35.26% 0.01% 12.40% 100.00%

　一方，日本基準適用からIFRS導入を行った外国法人等の株式保有比率は，富士通41.77%，

NEC32.41％，セイコーエプソン25.60%である。

日本基準
→IFRS

株式の状況（１単元の株式数＝1,000株） 合計
区分 政府・地

方公共団
体

金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人
等（個人
以外）

外国個人 個人
その他

富士通 株主数（人） ０ 115 67 1,140 727 51 124,763 126,863

2015.3.31 所有株式数
（単元） ０ 504,756 30,827 270,154 859,295 147 392,117 2,057,296

割合（％） 0.00% 24.53% 1.50% 13.13% 41.77% 0.01% 19.06% 100.00%
NEC 株主数（人） 96 76 1,513 650 140 180,577 2,596,893

2017.3.31 所有株式数
（単元） 788,730 70,933 90,616 841,617 1,099 803,838 2,596,893

割合（％） 0.00% 30.37% 2.73% 3.49% 32.41% 0.04% 30.95% 100.00%
セイコーエプ
ソン 株主数（人） ０ 89 37 420 521 26 47,131 48,224

2015.3.31 所有株式数
（単元） ０ 492,560 72,570 282,010 511,321 125 638,561 1,997,147

割合（％） 0.00% 24.66% 3.63% 14.12% 25.60% 0.01% 31.97% 100.00%

３．海外売上比率

　今回分析対象となった米国会計基準適用からIFRS導入を行った企業の海外売上比率は日立

製作所47.9%，パナソニック50.2%，リコー58.3%で，50％から60％までの間にある。

　日立製作所の全売上10,034,305百万円のうち，日本市場売上5,231,530百万円（52.1％），

海外売上4,802,775百万円（47.9%）で海外売上比率が50％にややや満たないがアジア21.1%，北

米12.8%が中心である。
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日立製作所
収益 2015年３月期 2016年３月期 2015年３月期 2016年３月期

金額（百万円） 金額（百万円） 構成比（％） 構成比（％）
日本 5,220,349 5,231,530 53.4% 52.1%
アジア 2,178,222 2,112,334 22.3% 21.1%
北米 1,064,127 1,280,326 10.9% 12.8%
欧州 841,966 951,105 8.6% 9.5%
その他の地域 470,266 459,010 4.8% 4.6%
海外売上収益小計 4,554,581 4,802,775 46.6% 47.9%
売上収益合計 9,774,930 10,034,305 100.0% 100.0%

　パナソニックの全売上7,343,707百万円のうち，日本市場売上3,659,113百万円（49.8％），海外

売上3,684,594百万円（50.2%）で海外売上比率が前期に比べ51.5%から50.2%に下がっている。

アジア中国24.6％，米州17.3%が中心である。

パナソニック
収益 2016年３月期 2017年３月期 2016年３月期 2017年３月期

金額（百万円） 金額（百万円） 構成比（％） 構成比（％）
日本 3,700,421 3,659,113 48.5% 49.8%
アジア中国他 1,980,718 1,804,685 26.0% 24.6%
米州 1,243,036 1,272,214 16.3% 17.3%
欧州 702,131 607,695 9.2% 8.3%
海外売上収益小計 3,925,885 3,684,594 51.5% 50.2%
売上収益合計 7,626,306 7,343,707 100.0% 100.0%
米州の内米国 1,109,697 1,147,690 14.6% 15.6%
アジア内中国 934,702 827,473 12.3% 11.3%

　リコーの全売上2,195,696百万円のうち，日本市場売上915,714百万円（41.7％），海外売上

1,279,982百万円（58.3%）で海外売上比率が60％にややや満たないが米州26.8%，欧州中東アフ

リカ23.6%が中心である。

リコー
収益 2013年３月期 2014年３月期 2013年３月期 2014年３月期

金額（百万円） 金額（百万円） 構成比（％） 構成比（％）
日本 835,066 915,714 44.3% 41.7%
米州 496,857 589,160 26.3% 26.8%
欧州中東アフリカ 418,418 519,103 22.2% 23.6%
その他の地域 135,654 171,719 7.2% 7.8%
海外売上収益小計 1,050,929 1,279,982 55.7% 58.3%
売上収益合計 1,885,995 2,195,696 100.0% 100.0%

　一方，日本基準適用からIFRS導入を行った企業の海外売上収益構成比率は，セイコーエプ

ソン74.6%，富士通39.6%，NEC21.4%で企業によって大きな差異がある。
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　富士通の全売上4,753,210百万円のうち，日本市場売上2,873,229百万円（60.4%），海外売上

1,879,981百万円（39.6%）で海外売上比率が前期に比べ37.8%から39.6%に上がっている。欧州/

中近東/インド/アフリカ20.8%，アメリカ8.2%が中心である。

富士通
収益 2014年３月期 2015年３月期 2014年３月期 2015年３月期

金額（百万円） 金額（百万円） 構成比（％） 構成比（％）
日本 2,960,954 2,873,229 62.2% 60.4%
アジア 373,470 387,156 7.8% 8.1%
アメリカ 387,444 392,099 8.1% 8.2%
欧州/中近東/インド/アフリカ 929,820 990,627 19.5% 20.8%
オセアニア 110,757 110,099 2.3% 2.3%
海外売上収益小計 1,801,491 1,879,981 37.8% 39.6%
売上収益合計 4,762,445 4,753,210 100.0% 100.0%

　NECの全売上2,665,035百万円のうち，日本市場売上2,094,068百万円（78.6%），海外売上

570,967百万円（21.4%）で海外売上比率が21.4%で横ばいである。中華圏APAC10.3％が中心である。

NEC
収益 2016年３月期 2017年３月期 2016年３月期 2017年３月期

金額（百万円） 金額（百万円） 構成比（％） 構成比（％）
日本 2,221,698 2,094,068 78.6% 78.6%
米州 200,515 174,097 7.1% 6.5%
欧州中東アフリカ 138,424 122,125 4.9% 4.6%
中華圏APAC 264,196 274,745 9.4% 10.3%
海外売上収益小計 603,135 570,967 21.4% 21.4%
売上収益合計 2,824,833 2,665,035 100.0% 100.0%

　セイコーエプソンの全売上1,086,339百万円のうち，日本市場売上276,238百万円（25.4%），海

外売上810,101百万円（74.6%）で海外売上比率が70％以上で海外展開がすすんでいる。

セイコーエプソン
収益 2014年３月期 2015年３月期 2014年３月期 2015年３月期

金額（百万円） 金額（百万円） 構成比（％） 構成比（％）
日本 280,936 276,238 27.9% 25.4%
中華人民元共和国 132,504 148,176 13.1% 13.6%
アメリカ 177,935 205,215 17.6% 18.9%
その他 417,031 456,710 41.4% 42.0%
海外売上収益小計 727,470 810,101 72.1% 74.6%
売上収益合計 1,008,406 1,086,339 100.0% 100.0%
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Ⅱ．移行日における資本への調整１)

１．金融商品

　金融商品（資産・負債）の会計処理は現行ではIAS第39号であり，これにとって代わるのが

IFRS第９号で2018年から強制適用である。IFRS第９号の早期適用はパナソニックのみである。

ここでとりあげた日立製作所，リコー，富士通，セイコーエプソンとNECは金融商品会計で

IFRS第９号は未適用である。

　まず，米国会計基準では市場性のない資本性金融資産について，取得原価で計上する。一時

的でないと判断される公正価値の下落が生じている金融資産については，取得原価が公正価値

を上回る部分を減損として認識する。また当該金融資産に係る売却損益について純損益として

認識する。一方IFRSでは資本性金融資産について活発な市場の有無に拘わらず公正価値で計

上する。また公正価値の変動をその他の包括利益において認識することが認められている。日

立製作所はほぼすべての資本性金融資産の公正価値の変動をその他の包括利益で認識する取消

不可能な選択をしている。公正価値をその他の包括利益で認識する場合は資本性金融資産に係

る売却損益についてもその他の包括利益として認識する。日立製作所の移行日における有価証

券及びその他の金融資産の調整額は58,191百万円,繰延税金調整額21,976百万円を控除した当該

調整による差異の純額は主にその他の包括利益に含まれている。

　次に日本基準では，非上場株式等の時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

については取得原価で認識していたが，IFRSでは適切な評価技法により公正価値を見積もっ

ている。NECではこの結果金融資産（非流動資産）の残高が43,897百万円増加している。

２．有形固定資産

　パナソニックでは，一部の有形固定資産については，移行日の公正価値をみなし原価として

使用する選択可能な免除規定を適用している。移行日時点の米国会計基準の帳簿価額99,794

百万円, 公正価値62,128百万円でその結果37,666百万円減少し,繰延税金の調整額1,376百万円を

控除した36,290百万円の利益剰余金が減少している。

　富士通では，買戻特約付電子計算機販売取引について，日本基準においては，製品の引渡時

に収益を一括で計上し，将来の買戻時の損失補てんに充てるため，過去の実績を基礎とした買

戻損失発生見込額を買戻損失引当金として計上している。IFRSでは当該取引により発生した

損益をサービス提供期間に配分するため，一括売上げによる売上原価の認識に代えて有形固定

資産を計上し，サービス提供期間にわたって償却を行っている。この結果有形固定資産の残高

１）移行日：日立製作所2013年４月１日、パナソニック平成27年４月１日（2015年４月１日） リコー：2012
年４月１日　富士通：2013年４月１日　NEC：2015年４月１日　セイコーエプソン：2012年４月１日
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が3,037百万円増加している。

　また富士通では，日本基準においては，有形固定資産に圧縮記帳されている政府補助金につ

いて，圧縮記帳されている金額414百万円を有形固定資産の残高に戻入れ，繰延収益として負

債に計上している。

　セイコーエプソンは，日本基準からIFRSへの移行に当たってIFRS第１号に規定されている

免除規定を選択し，一部の投資不動産について，移行日（2012年４月１日）の公正価値を当該

日におけるみなし原価として使用した。みなし原価としての公正価値9,030百万円で，日本基

準における帳簿価額に対して，－6,318百万円の修正を行った。

３．開発費の無形資産化

　IFRS導入時において開発費の無形資産化は，医薬品製造業における臨床試験段階で下記要

件を満たすものに一部の新薬メーカーで計上されているが，電機精密企業でも無形資産化が行

われている。

　米国会計基準で費用処理をしていた研究開発に係る支出のうち一部の開発費については

IFRSでは資産計上の下記要件を満たす時，研究開発費の無形資産化ができる。

開発費の無形資産化の要件（IAS38.57）

（ａ）使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性

（ｂ）無形資産を完成させ，更にそれを使用又は売却するという意図

（ｃ）無形資産を使用又は売却できる能力

（ｄ） 無形資産が可能性の高い将来の経済的便益の創出，市場の存在や内部で使用予定の場合

の無形資産の有用性を立証できること

（ｅ） 無形資産の開発を完成させ，更にそれを使用または売却する為に必要となる，適切な技

術上，財務上及びその他の資源の利用可能性

（ｆ）開発期間中の無形資産に起因する支出を，信頼性をもって測定できる能力

　パナソニックでは資産化開発費の未償却残高を移行日および前連結会計年度末においてそれ

ぞれ5,164百万円，19,060百万円を無形資産に計上し，繰延税金の調整額1,856百万円及び6,166

百万円を控除した3,308百万円及び12,894百万円について，それぞれ利益剰余金の増加があった。

　リコーでは，米国会計基準で費用処理をしていた研究開発に係る支出のうち一部の開発費に

ついてはIFRSで資産計上の上記の要件を満たすため，移行日における未償却開発資産残高

39,024百万円を無形資産として認識し，その繰延税金の調整額14,907百万円を控除した15,117

百万円の利益剰余金の増加があった。

　セイコーエプソンは，日本基準で研究開発費について連結損益計算書では費用処理をしてい

たが，IFRSでは開発局面における支出で資産化の要件を充足するものについては資産計上し

た金額は1,084百万円である。
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４．のれん

　IFRS第１号ではIFRS移行前に生じた企業結合について，IFRS第３号「企業結合」を遡及適

用しない規定があるので，IFRS移行日から将来に向かってIFRS第３号を適用することを選択

している。なおIFRS移行時点におけるのれんについては，減損の有無に拘わらずIFRS移行時

点で減損テストを実施している。IFRS適用後ののれんの動きには，のれんの取得と処分，減

損損失の計上，それに為替換算影響額の要因がある。

（１）のれんについて米国会計基準適用からIFRS適用への移行の会社

　米国会計基準はIFRSと同様にのれんを償却せず減損損失のみの計上である。

　日立製作所の場合には，2015年３月末現在ののれん残高は438,131百万円で，当期利益

217,482百万円の201.5%で約２年分に相当する。のれん残高は，利益剰余金1,477,517百万円に対

して29.7%である。

　パナソニックの場合には，平成29年３月末現在ののれん残高は386,887百万円で，当期利益

149,360百万円の259.0%で約2.5年分に相当する。のれん残高は利益剰余金1,051,445百万円に対し

て36.8%である。

　リコーの場合には，2014年３月末現在ののれん残高は254,215百万円で，当期利益72,818百万円

の349.1%で約3.5年分に相当する。のれん残高は利益剰余金625,340百万円に対して40.7%である。

日立製作所 パナソニック リコー
米国基準→IFRS 単位：百万円 米国基準→IFRS 単位：百万円 米国基準→IFRS 単位：百万円
のれん のれん のれん
のれん残高
2013年４月１日 282,934 のれん残高

平成27年４月１日 291,059 のれん残高
2012年４月１日 195,251

取得 ０ 企業結合による増加 21,510 企業結合による増加 1,605
減損損失 -6,758 減損損失 -11,999 減損損失
取得・処分 処分 1,392 処分
連結範囲の変動 30,187 連結範囲の変動 為替換算影響額 -4,144
為替換算影響額 20,753 為替換算影響額 -6,388 為替換算影響額 28,505
のれん残高2014
年３月31日 327,116 のれん残高平成

28年３月31日 295,574 のれん残高2013
年３月31日 221,217

償却費 企業結合による増加 106,247 企業結合による増加 10,856
減損損失 -637 減損損失 -10,068 減損損失
取得・処分 処分 -804 処分
連結範囲の変動 99,576 連結範囲の変動 為替換算影響額 -3,100
為替換算影響額 12,076 為替換算影響額 -4,062 為替換算影響額 25,242
のれん残高
2015年３月31日 438,131 のれん残高

平成29年３月31日 386,887 のれん残高
2014年３月31日 254,215

親会社に帰属する当期利益 親会社に帰属する当期利益 親会社に帰属する当期利益
2014年３月期 413,877 平成28年３月期 165,212 2013年３月期 38,915
2015年３月期 217,482 平成29年３月期 149,360 2014年３月期 72,818
2014年３月期
のれん残高/当期利益

79.0% 平成28年３月期
のれん残高/当期利益

178.9% 2013年３月期
のれん残高/当期利益

568.5%

2015年３月期
のれん残高/当期利益 201.5% 平成29年３月期

のれん残高/利益剰余金 259.0% 2014年３月期
のれん残高/利益剰余金 349.1%

利益剰余金 利益剰余金 利益剰余金
2014年３月期 1,277,970 平成28年３月期 878,208 2013年３月期 570,790
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2015年３月期 1,477,517 平成29年2015年
３月期

1,051,445 2014年３月期 625,340

2014年３月期
のれん残高/当期利益

25.6% 平成28年３月期
のれん残高/利益剰余金

33.7% 2013年３月期
のれん残高/利益剰余金

38.8%

2015年３月期
のれん残高/利益剰余金

29.7% 平成29年３月期
のれん残高/利益剰余金

36.8% 2014年３月期
のれん残高/利益剰余金

40.7%

（注）リコーの為替換算影響額は取得と償却累計額の両方から生じている為二段書きである。

（２）のれんについて日本基準適用からIFRS適用への移行の場合

　日本基準では，のれんを20年以内の規則的償却を行い更に減損損失の計上を強制適用してい

たが，IFRS適用後は減損損失の計上の強制適用のみである。

　富士通の場合には，2015年３月末現在ののれん残高は37,616百万円で，当期利益140,024百万円

の26.9%で約3.2カ月分に相当する。のれん残高は利益剰余金130,741百万円に対して28.8%である。

　NECの場合には，2017年３月末現在ののれん残高は63,220百万円で，当期利益27,310百万円

の231.5%で約２年分に相当する。のれん残高は利益剰余金235,601百万円に対して26.8%である。

　セイコーエプソンの場合には，2015年３月末現在ののれん残高は2,326百万円で，当期利益

113,904百万円の2.0%で約0.2カ月分に相当する。のれん残高は利益剰余金294,191百万円に対し

て0.8%である。

富士通 NEC セイコーエプソン
日本基準→IFRS 単位：百万円 日本基準→IFRS 単位：百万円 日本基準→IFRS 単位：百万円
のれん のれん のれん
のれん残高
2013年４月１日 32,607 のれん残高

2015年４月１日 66,985 のれん残高
2013年４月１日 1,841

企業結合による増加 1,898 企業結合による増加 企業結合による増加
減損損失 -97 減損損失 -8,039 減損損失
処分 -432 処分 処分
その他 12 その他 その他
為替換算影響額 3,545 為替換算影響額 -2,805 為替換算影響額 ７

のれん残高
2014年３月31日 37,533 のれん残高

2016年３月31日 56,141 のれん残高
2014年３月31日 1,848

企業結合による増加 1,459 企業結合による増加 7,033 子会社取得 402

減損損失 減損損失 減損損失
処分 処分 処分
その他 ５ その他 その他
為替換算影響額 -1,381 為替換算影響額 46 為替換算影響額 76

のれん残高
2015年３月31日 37,616 のれん残高

2017年３月31日 63,220 のれん残高
2015年３月31日 2,326

親会社に帰属す
る当期利益

親会社に帰属す
る当期利益

親会社に帰属す
る当期利益

2014年３月期 113,215 2016年３月期 75,923 2014年３月期 87,322
2015年３月期 140,024 2017年３月期 27,310 2015年３月期 113,904
2014年３月期
のれん残高/当期利益 33.2% 2016年３月期

のれん残高/当期利益 73.9% 2014年３月期
のれん残高/当期利益 2.1%

2015年３月期
のれん残高/当期利益 26.9% 2017年３月期

のれん残高/当期利益 231.5% 2015年３月期
のれん残高/当期利益 2.0%

利益剰余金 利益剰余金 利益剰余金
2014年３月期 -54,341 2016年３月期 223,883 2014年３月期 195,587
2015年３月期 130,741 2017年３月期 235,601 2015年３月期 294,191
2014年３月期
のれん残高/利益剰余金 -69.1% 2016年３月期

のれん残高/利益剰余金 25.1% 2014年３月期
のれん残高/利益剰余金 0.9%

2015年３月期
のれん残高/利益剰余金 28.8% 2017年３月期

のれん残高/利益剰余金 26.8% 2015年３月期
のれん残高/利益剰余金 0.8%
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５．その他の資本の構成要素と純損益の関係

　IFRSの初度適用企業は在外営業活動体の換算差額の累計額を移行日時点でゼロとすること

を選択できる。パナソニックでは，在外営業活動体の換算差額の累計額については，移行日現

在でゼロとすることができる選択可能な免除規定を適用している。そのため移行日においてそ

の他の資本の構成要素が11,858百万円減少し，利益剰余金が同額増加している。

セイコーエプソンは，日本基準の下では，海外子会社の換算差額の累計額をその他の資本の構

成要素残高で計上していたがIFRSでは移行日においてその残高-65,502百万円を利益剰余金に

振り替えている。

その他の資本の構成
要素パナソニック

純損益に振り替えられること
のない項目

純損益に振り替えられる可能性のある項目 合計

単位：百万円 確定給付制
度の再測定

その他の包括利益を
通じて公正価値で測
定する金融資産

在外営業活
動体の換算
差額

キャッシュフロ
ー・ヘッジの公正
価値変動の純変動

有価証券未
実現損益

平成27年４月１日残高 1,357 35,877 37,234
当期発生額
税効果調整前 -195,455 ─ -164,966 -10,986 9,224 -362,183
税効果額 116,250 ─ ─ 4,931 -1,954 119,227
税効果調整後 -79,205 -164,966 -6,055 7,270 -242,956
純損益への振替額
税効果調整前 ─ ─ 298 5,493 -297 5,494
税効果額 ─ ─ ─ -2,026 96 -1,930
税効果調整後 ─ ─ 298 3,467 -201 3,564
その他の包括利益
─税効果調整後

（－は損失） -79,205 -164,668 -2,588 7,069 -239,392

利益剰余金への振替 74,673 ─ ─ ─ ─ 74,673
非支配持分への帰属 -4,532 ─ -15,195 -56 220 -19,563
平成28年３月31日
残高 ─ ─ -149,473 -1,175 42,726 -107,922

当期発生額
税効果調整前 100,929 7,452 -65,807 -3,865 ─ 38,709
税効果額 -27,416 -3,192 1,202 ─ -29,406
税効果調整後 73,513 4,260 -65,807 -2,663 ─ 9,303
純損益への振替額
税効果調整前 ─ ─ 4,503 5,294 ─ 9,797
税効果額 ─ ─ -1,667 ─ -1,667
税効果調整後 ─ ─ 4,503 3,627 ─ 8,130
その他の包括利益
─税効果調整後

（─は損失） 73,513 4,260 -61,304 964 ─ 17,433

ヘッジ対象の非金融
資産への振替 ─ ─ ─ ０ ─ ０

利益剰余金への振替 -74,005 1,135 ─ ─ ─ -72,870
新会計基準適用によ
る累積的影響額 ─ 33,354 ─ ─ -42,726 -9,372

非支配持分への帰属 -492 33 -7,671 31 -8,099
平成29年３月31日
残高 ─ 38,716 -203,106 -242 ─ -164,632
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　次に米国会計基準では原価法による投資と売却可能証券に部類していた金融資産をIFRS９

号に基づく分類では，その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類している。

キャッシュフロー・ヘッジの公正価値変動の純変動や期末の評価替えによる有価証券未実現評

価損益は，連結損益計算書の有価証券損益に含まれている。その他の資本の構成要素を純損益

に振り替えられる可能性のある項目の可否によって分類した表は損益予測等に貴重である。

６．退職給付に係る負債

　日本基準を適用していた富士通では移行日に確定給付制度を採用している会社に対して

IAS19号に基づく年金数理計算を実施し，未認識債務を負債に認識した結果，退職給付に係る

負債が267,242百万円増加している。

　NECでは，退職金の確定給付制度において日本基準とIFRSの間で割引率等の数理計算上の

差異の仮定の相違が存在するため，IAS19号に基づき年金数理計算をした結果退職給付に係る

資産の残高が6,126百万円減少し，退職給付に係る負債の残高が18,569百万円増加している。

７．未払費用

　NECは，日本基準では固定資産税等は支払時に費用認識していたが，IFRSでは，付加期日

で一括費用計上し，それに対応する負債を認識している。この結果未払費用の残高が3,295

百万円増加している。

Ⅲ．連結包括利益に対する調整表２）

１．収益の認識基準

　今回分析対象の企業は2017年１月１日以降開始される年度より適用となるIFRS15号「顧客

との契約から生じる収益」の早期適用をせず，IAS18号「収益」を適用している。

　国際会計基準では，物品の販売，役務の提供，それにロイヤルティ収入をもって，収益とし

ている３）。その上で物品の販売からの収益は，企業が物品の販売または役務の提供について，

重要なリスクと経済価値を企業が買手に移転したこと，収益の額を信頼性をもって測定できる

こと等の場合に収益の認識をしなければならない。まず，物品の販売の収益について，物品の

販売からの収益は，次の５条件をすべて満たした時点で収益の認識をしなければならないとし

ている４）。

２）FRSの適用年度の前の連結会計年度（比較年度）：日立製作所：自2013年４月１日至2014年３月31日 パナソ 
ニック：自2015年４月１日至2016年３月31日　リコー：自2012年４月１日至2013年３月31日　富士通：自
2013年４月１日至2014年３月31日　NEC：自2015年４月１日至2016年３月31日　　セイコーエプソン:自
2012年４月１日至2013年３月31日

３）IAS18号「収益」（IAS18.1）
４）IAS18号「収益」（IAS18.14）
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　（a） 物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値を企業が買手に移転したこと。

　（b） 販売された物品に対して，所有と通常結びつけられる程度の継続的な管理上の関与も

実質的な支配も企業が保持していないこと。

　（c）収益の額を信頼性をもって測定できること

　（d） 取引に関連する経済的便益が当社に流入する可能性が高い。

　（e） その当該取引に関連して発生した原価を信頼性をもって測定できること。

　企業本人が当事者としての取引の主体の場合に，取引の総額をもって計上している

　次に，国際会計基準では，収益は取引総額から値引き及び割戻を控除した金額で測定される。

従って企業が顧客に大量の商品を購入した顧客に対して，ボリューム・ディスカウントや販売

奨励金等の販売インセンティブを与える場合は，これらのインセンティブを値引き及び割戻し

として取り扱い，収益から控除する事を求めている５）。売上値引，売上割戻は当該企業と顧客

との間で生じた対価であるから会計上の問題点はない。

　売上税，物品税及びサービス税，並びに付加価値税といった第三者のために生じた，所謂代

理回収により生じた経済的便益の総流入は，本人当事者のために回収したものであって企業の

資本の増加をもたらさないため，手数料のみがその企業の収益となる６）。

　これに対して日本基準では収益認識について実現主義の原則の２要件（商品の引き渡しと売

上債権の確定）を定めているが，その他についての規定では費用及び収益は総額によって記載

することを原則とし，費用の項目と収益の項目とを直接に相殺することによってその全部又は

一部を損益計算書から除去してはならない７）としている。

　次に役務の提供の成果を信頼性をもって見積もることができる場合には，その取引に関する

収益は，報告期間の末日現在のその取引の進捗度に応じて認識しなければならない８）。取引 

の進捗度に応じた収益の認識は進行基準とよばれる９）。

　各社の収益の調整を見てみよう。日立製作所のIFRSでの収益は，ITシステム製品，ソフト

ウェアライセンス，建設機械，産業用機械装置，エアコン，高機能材料，電線，自動車用機器，

半導体製造装置，計測器，鉄道車両，医療機器，産業用機械装置，エレベーター等の販売にお

いては，顧客に対する物品の引き渡しが完了した時点で収益の認識をしている。他方，重要な

ソフトウェアの製作，手直し及び顧客仕様によるソフトウェアかの収益は，契約の総収益，費

用及び完成までの進捗度に関する合理的で信頼性のある見積りが存在する場合には，進行基準

である。

　セイコーエプソンは，日本基準で一部の物品販売取引について出荷基準で収益を認識してい

５）IAS18.9，10参考
６）IAS18.8代理回収の規定
７）企業会計原則第二総額主義の原則
８）IAS18.20で，役務の提供には４条件が満たされなければならない。
９）IAS18.21で進行基準を規定している。
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たが，IFRSでは物品の引渡時点で収益を認識していたこととの差額と非継続事業からの収益

の控除でIFRS収益は－1,665百万円の減少である。

   NECでは，日本基準では解約下取条項付きの販売につき，引渡時に一括して売上げを認識し，

同時に，買戻時に見込まれる損失を電子計算機買戻損失引当金として認識していたが，IFRS

では所有に伴う重要なリスク及び経済価値を留保している部分については売上げを認識せず，

リスクと経済価値の移転に合わせて順次売上げを認識する方法に修正している。この結果売上

収益が2,642百万円増加している。更に　NECでは，貸手のファイナンス・リース取引について，

日本基準ではリース受取時に売上高と売上原価を計上する方法で認識していたが，IFRSでは

リース取引開始日にリース対象資産に係る売上収益と売上原価を計上する方法で認識してい

る。この結果売上収益は2,378百万円増加し，又売上原価が2,407百万円増加している。

２．売上原価

　富士通では，買戻特約付電子計算機販売取引について，日本基準においては，製品の引渡時

に売上収益を一括で計上すると同時に，将来の買戻時の損失補てんに充てるため，過去の実績

を基礎とした買戻損失発生見込額を買戻損失引当金として計上している。IFRSでは当該取引

により発生した損益をサービス提供期間に配分するため，一括売上げによる売上原価の認識に

代えて有形固定資産を計上し，サービス提供期間にわたって償却を行うとともに，買戻損失引

当金の戻し入れなど売上原価を調整している。この調整の結果売上原価が1,551百万円減少し

ている。

　次にIFRSは，仕入割戻，値引についても仕入から控除することを要求しているのは，売上

と同様の考えであり問題点はない。処が卸売業がメーカーへの情報提供に伴って生じる情報提

供料については，仕入と異なり対価の性格が異なるので仕入から控除するのは会計上疑義が生

じる。

３．政府補助金

　政府補助金は公正価値で測定される非貨幣性の補助金も含めて次のことについて合理的な保

証が得られるまで認識してはならない。（a）企業が補助金の付帯条件を遵守すること。（b）

補助金が受領されること10）の要件を定めている。資産に関する政府補助金について，日本基

準では有形固定資産に圧縮記帳され，または実際に発生した費用から控除している，一方

IFRSでは政府補助金が無償であることは稀である。企業は補助金交付の条件を遵守して，与

えられた責務を果たすことにより補助金の交付を受ける。従って補助金は，株主以外からの入

金なので，資本に直接認識すべきでなく，適切な期間にわたって純損益に認識すべきである。

10）IAS20.7政府補助金の認識要件
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と同時に当該補助金で補償することを意図している関連費用を企業が認識する期間にわたっ

て，繰延収益として処理してその後純損益に認識すべきである11）として政府補助金のインカ

ムアプローチの立場を採用している。

　NECは，資産に関する政府補助金について，日本基準では一括して利益認識していたが，

IFRSでは繰延収益として負債に計上している。この結果その他の非流動負債の残高が3,078

百万円増加している。

　又，富士通では有形固定資産に圧縮記帳されている政府補助金について圧縮記帳されている

金額389百万円を有形固定資産の残高に戻入れて，繰延収益として負債に計上している。

４．販売費及び一般管理費

　第一に，退職年金費用であるが，米国会計基準では数理計算上の差異及び過去勤務費用はそ

の他の包括利益累計額で繰り延べられ将来の一定期間にわたり償却され純損益で認識される。

また勤務費用，利息費用及び期待運用収益を当期の純損益として認識する。一方　IFRSでは，

確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度に係る確定給付制度債務及び制度資産の再測定か

ら生じる数理計算上の差異及び制度資産の公正価値の変動（利息部分を除く）はその他の包括

利益で認識する。制度の改定により生じる過去勤務費用は発生時に全額純損益に認識する。

　日立製作所では，この米国基準とIFRSの差異として，前連結会計年度における売上原価は

31,838百万円減少，販売費及び一般管理費も24,839百万円減少している。

　リコーでは，確定給付制度については，この結果前連結会計年度末におけるその他の包括利

益（損失）累計額64,266百万円を利益剰余金の減少に振り替えている。又前連結会計年度にお

いて，売上原価3,632百万円と販売費及び一般管理費5,416百万円が減少し,当期利益が5,835百万

円増加している。

　パナソニックの確定給付制度では，米国会計基準では確定給付年金制度及び退職金一時金制

度について勤務費用，利息費用及び期待運用収益を当期の純損益として認識し，当該制度から

生じる数理計算上の差異及び過去勤務費用の発生額のうち，当期の退職給付費用の構成要素と

して認識されなかった部分を税効果調整後のその他の包括利益累計額として認識している。そ

の他の包括利益累計額に認識された金額は，その後将来の一定期間にわたり退職給付費用の構

成要素として純損益として認識される。なお複数事業主制度については，制度が確定給付制度

であっても，その年度に拠出が要求される金額を純損益として認識している。一方　IFRSでは，

当該制度による退職後給付について当期勤務費用及び過去勤務費用は純損益として認識し，制

度及び退職一時金制度に係る確定給付債務（資産）の純額に割引率を乗じた金額を利息費用（収

益）として純損益に認識している。数理計算上の差異は税効果調整後の金額でその他の包括利

11）IAS20.15（a）（b））政府補助金のインカムアプローチの支持する論拠規程
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益として認識し数理計算上の差異についてその他の資本構成要素から純損益を通さずに，直接

利益剰余金に振り替えている。なお複数事業主制度についても，制度が確定給付制度である場

合には，自社の比例部分について，他の確定給付制度と同様の方法で会計処理をしている。こ

の差異の結果として，パナソニックでは，前連結会計年度において税引前利益が20,756百万円

減少している。

　セイコーエプソンは，日本基準の下で確定給付制度の負債（資産）の純額の再測定において，

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を

発生の翌連結会計年度から費用処理をしていたが，IFRSでは一部を除き発生時にその他の包

括利益で認識し直ちに利益剰余金に振り替えている。退職給付債務の計算についてIFRSの規

定に基づいた再計算を行うことにより，退職給付債務の期間配分法により生じた差異について

利益剰余金が-44,120百万円減少している。

　第二に，未消化の有給休暇であるが，富士通では，期末時点で日本基準では計上していない

未消化の有給休暇から生じる債務をIFRSで認識した結果その他の債務1,730百万円が増加して

いる。　セイコーエプソンでは，日本基準の下では，未消化の有給休暇の計上は求められてい

なかったが，IFRSについては未消化の有給休暇の負債20,511百万円を計上している。

　第三に，研究開発費の一部資産化であるが，リコーでは，米国会計基準で費用処理をしてい

た研究開発に係る支出のうち一部の開発費についてはIFRSで資産計上の要件を満たす為，前

連結会計年度末において43,740百万円を無形資産に計上し，その年度において売上原価が

17,864百万円増加し，販売費及び一般管理費が22,580百万円減少し，当期利益が3,218百万円増

加している。パナソニックでは開発費の資産化により研究開発費が減少し税引前利益が13,896

百万円増加している。

　第四にのれんの非償却であるが，NECでは，日本基準ではではのれんを20年以内のその効

果の及ぶ期間で規則的に償却を行ってきたがIFRSでは償却しないため，販売費及び一般管理

費が11,839百万円減少している。

５．その他

　第一に，金融収益・費用では，日立製作所の前連結会計年度で有価証券及びその他の金融資

産の調整額において金融収益は28,040百万円減少している。

　第二に，持分法適用会社の除外では，日立製作所で前連結会計年度，ある関連会社投資につ

いて，投資先が第三者割当増資を行ったことで当社の持分比率が低下し，持分法適用会社に該

当しなくなったため，当該投資についてみなし売却の処理を行った。米国会計基準では投資先

が持分法適用会社に該当しなくなった時点において，売却価額と売却した持分の帳簿価額との

差額を純損益に認識する。投資元が残存部分を保有している場合には，過年度に認識した損益

は，残存部分の帳簿価額に引き継がれる。一方IFRSでは投資先が持分法適用会社に該当しな
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くなった時点において，投資元が残存部分を保有している場合には，残存部分を公正価値にて

測定する。売却価額および残存部分の公正価値と投資先が持分法適用会社に該当しなくなった

時点の帳簿価額との差額は純損益に認識する。その結果前連結会計年度における連結損益計算

書においてその他の収益は41,467百万円増加している。

　第三に，法人所得税費用では，富士通は内部未実現取引の消去に伴う税効果につき，日本基

準では，売却元の税金費用を繰り延べていたが，IFRSでは内部未実現取引を購入元の資産に

係る一時差異として取扱い，回収可能性を検討の上，購入元に適用される税率で繰延税金資産

を算定する方法に変更した結果，法人所得税費用が388百万円減少している。また認識測定の

差異から生じる繰延税金資産・負債を計上した結果，2,420百万円増加している。これらの調

整の結果法人所得税費用が2,032百万円増加している。

６．前連結会計年度の連結損益＆包括利壁計算書への調整

　日立製作所は，2014年３月期でIFRSが米国会計基準よりも売上高は50,244百万円増加し，当

社株主に帰属する当期利益も148,902百万円増加している。

　パナソニックは，2016年３月期でIFRSが米国会計基準よりも売上高は72,589百万円増加し，

当社株主に帰属する当期利益は，－28,044百万円減少している。

　リコーは，2013年３月期でIFRSが米国会計基準よりも売上高は-38,502百万円減少したが，

親会社に帰属する当期利益は6,448百万円増加している。

　日本基準適用からIFRS導入を行った企業では，富士通は，2014年３月期でIFRSと日本基準

の売上高の差異は０で，翌2015年３月期もIFRSが日本基準の売上高よりも-2,042百万円

（-0.04%）でほぼ変わらない。2014年３月期のIFRS当期利益が日本基準の少数株主損益調整前

当期純利益よりも66,137百万円増加している。

　NECは，2016年３月期でIFRSが日本基準よりも売上高は3,652百万円で微増，親会社所有に

帰属する当期純利益も7,174百万円増加している。

　セイコーエプソンは，2013年３月期でIFRSが日本基準よりも売上高は－1,665百万円微減し，

親会社所有に帰属する当期純利益も1,189百万円微増である。

（参考）①日立製作所
自2013年４月１日 至2014年３月31日の損益及び包括利益に対する調整 単位：百万円

日立製作所連結純損益計算書 ① ② ③ IFRS
米国会計基準表示科目 米国会計基準 組替調整 IFRS 表示科目
売上高 9,616,202 50,244 9,666,446 売上収益
売上原価 -7,083,363 -90,384 -7,173,747 売上原価
売上総利益 2,532,839 -40,140 2,492,699 売上総利益
販売費及び一般管理費 -2,000,028 112,127 -1,887,901 販売費及び一般管理費
営業利益 532,811 -532,811 ０

208,531 208,531 その他の収益
-164,537 -164,537 その他の費用

受取配当金 8,154 -8,154 ０
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持分法による利益 8,686 -8,686 ０

雑収益 183,110 -183,110 ０

33,446 33,446 金融収益
-1,931 -1,931 金融費用

持分法変動損失 -5,915 5,915 ０

競争法等関連費用 -76,858 76,858 ０

長期性資産の減損 -33,796 33,796 ０

事業構造改善費用 -28,284 28,284 ０

雑損失 -7,755 7,755 ０

10,923 10,923 持分法による投資利益

691,230 691,230 受取利息支払利息調整後税
引前当期利益

受取利息 14,136 45 14,181 受取利息
支払利息 -26,107 -806 -26,913 支払利息
税引前当期利益 568,182 110,316 678,498 継続事業税引前当期利益
法人税等 -204,152 57,612 -146,540 法人所得税費用

531,958 531,958 継続事業当期利益
-6,955 -6,955 非継続事業当期損失

非支配持分控除前当期純利益 364,030 160,973 525,003 当期利益
当期利益の帰属

当社株主に帰属する当期純利益 264,975 148,902 413,877 親会社持分
非支配持分に帰属する当期純利益 99,055 12,071 111,126 非支配持分
米国会計基準日立製作所 IFRS
非支配持分控除前当期純利益 364,030 160,973 525,003 当期利益
その他の包括利益 その他の包括利益

　 純損益に振り替えられる
ことのない項目

有価証券未実現保有損益純額 127,312 -24,580 102,732 その他の包括利益を通じて
測定する金融資産の公正価
値の純変動額

年金債務調整額 129,499 -65,293 64,206 確定給付制度の再測定
280 280 持分法のその他の包括利益

167,218 167,218 　 純損益に振り替えられる
ことのない項目合計

純損益に振り替えられる可
能性のある項目

為替換算調整額 159,638 -37,524 122,114 在外営業活動体の換算差額

金融派生商品に関わる損益純額 -11,301 -8,713 -20,014 キャッシュフローヘッジの
公正価値の純変動額

26,093 26,093 持分法のその他の法価値利益

128,193 128,193 純損益に振り替えられる可
能性のある項目合計

その他の包括利益合計 405,148 -109,737 295,411 その他の包括利益合計
当期包括利益 769,178 51,236 820,414 当期包括利益

当期包括利益の帰属
当社株主に帰属する包括利益 625,387 39,985 665,372 親会社株主持分
非支配持分に帰属する包括利益 143,791 11,251 155,042 非支配持分

②パナソニック
自2015年４月１日 至2016年３月31日の損益及び包括利益に対する調整 単位：百万円
パナソニック ① ② ③ ④ ⑤＝1－④ IFRS
米国会計基準表示科目 米国会計基準 表示組替 認識測定の差異 IFRS 差額 表示科目
売上高 7,553,717 72,589 7,626,306 72,589 売上収益
売上原価 -5,339,999 -27,668 -5,367,667 -27,668 売上原価
売上総利益 2,213,718 44,921 2,258,639 44,921 売上総利益
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販売費及び一般管理費 -1,798,009 -47,384 -1,845,393 -47,384 販売費及び一般管理費
12,555 -4,110 8,445 8,445 持分法による投資損益

-197,119 5,727 -191,392 -191,392 その他の損益
営業利益 415,709 -184,564 -846 230,299 -185,410 営業利益
受取利息 18,937 1,574 3,107 23,618 4,681 金融収益
受取配当金 1,574 -1,574 ０ -1,574
その他の収益 19,704 -19,704 ０ -19,704
支払利息 -17,007 -5,046 -4,335 -26,388 -9,381 金融費用
長期性資産の減損 -36,690 36,690 ０ 36,690
のれんの減損 -11,999 11,999 ０ 11,999
その他の費用 -173,180 173,180 ０ 173,180
税引前利益 217,048 12,555 -2,074 227,529 10,481 税引前利益
法人税等
当年分 -115,465 -115,46 ０

繰延分 100,928 100,928 ０

法人税等合計 -14,537 -21,759 -36,296 -21,759 法人所得税費用
持分法による投資利益 12,555 -12,555 ０ -12,555
当期純利益 215,066 ０ -23,833 191,233 -23,833 当期純利益

当期純利益の帰属
当社株主に帰属する当
期純利益 193,256 -28,044 165,212 -28,044 親会社の所有者

非支配持分に帰属する
当期純利益 21,810 4,211 26,021 4,211 非支配持分

米国会計基準パナソニック IFRS
当期純利益 215,066 -23,833 191,233 -23,833 当期純利益
その他の包括利益－税
効果調整後

その他の包括利益
－税効果調整後
純損益に振り替えら
れることのない項目

年金債務調整額 -132,036 52,831 -79,205 52,831 その確定給付制度
の再測定

-79,205
純損益に振り替え
られることのない
項目合計
純損益に振り替え
られる可能性のあ
る項目

為替換算調整額 -163,824 -844 -164,668 -844
在外営業活動体の
換算差額

デリバティブ未実現損益 -1,545 -1,043 -2,588 -1,043
キャッシュフロー
ヘッジの公正価値
の純変動額

有価証券未実現損益 5,781 1,288 7,069 1,288 有価証券未実現損益

-160,187
純損益に振り替え
られる可能性のあ
る項目合計

計 -291,624 52,232 -239,392 その他の包括損益合計
当期包括利益 -76,558 28,399 -48,159 28,399 当期包括利益合計

当期包括利益の帰属
当社株主に帰属する包括利益 -81,821 27,204 -54,617 27,204 親会社株主持分
非支配持分に帰属する包括利益 5,263 1,195 6,458 1,195 非支配持分



関西大学商学論集　第62巻第４号（2018年３月）154

③NEC
自2015年４月１日 至2016年３月31日の損益及び包括利益に対する調整 単位：百万円
NEC ① ② ③ ④ ⑤＝1－④ IFRS
日本会計基準表示科目 日本会計基準 表示組替 認識測定の差異 IFRS 差額 表示科目
売上高 2,821,181 3,652 2,824,833 3,652 売上収益
売上原価 1,978,757 5,401 590 1,984,748 5,991 売上原価
売上総利益 842,424 -5,401 3,062 840,085 -2,339 売上総利益
販売費及び一般管理費 735,118 -9,158 725,960 -9,158 販売費及び一般管

理費
-20,145 -2,562 -22,707 -11,497 その他損益

営業利益 107,306 -25,546 9,658 91,418 -4,678 営業利益
営業外収益 17,976 -17,976 ０ -17,976

11,825 -122 11,703 11,703 金融収益
営業外費用 42,547 -42,547 ０ -42,547

20,225 1,521 21,746 21,746 金融費用
4,562 616 5,178 5,178 持分法による投資

利益
経常利益 82,735 -82,735 ０ -82,735
特別利益 6,095 -6,095 ０

特別損失 10,908 -10,908 ０

税金等調整前当期純利益 77,922 8,631 86,553 8,631 税引前利益
法人税 3,883 -524 3,359 -524 法人所得税費用
　当期純利益 74,039 ０ 9,155 83,194 9,155 　当期利益

当期利益の帰属：
親会社株主に帰属する
当期純利益

68,749 7,174 75,923 7,174 親会社の所有者

非支配持分に帰属する
当期純利益

5,290 1,981 7,271 1,981 非支配持分

日本会計基準 IFRS
当期純利益 74,039 9,155 83,194 9,155 　当期利益
その他の包括利益 その他の包括利益

   純損益に振り替
えられることの
ない項目

退職給付に係る調整額 -63,674 -24,528 -88,202 -24,528 確定給付制度の再
測定

-2,079 257 -1,822 -1,822 持分法によるその
他の包括利益
   純損益に振り替
えられる可能性
のある項目

為替換算調整勘定 -11,798 -65 -11,863 -65 在外営業活動体の
換算差額

繰延ヘッジ損益 -30 -30 ０ キャッシュフローヘッジ
その他有価証券評価差額金 -10,418 -3,423 -13,841 -3,423 売却可能金融資産
持分法適用会社におけ
る持分相当額

-6,120 2,079 -84 -4,125 1,995 持分法によるその
他の包括利益

その他の包括利益合計 -92,040 ０ -27,843 -119,883 -27,843 税引後その他の包
括利益

包括利益
-18,001 ０ -18,688 -36,689 -18,688 当期包括利益

内訳 ０ ０ 当期包括利益の帰
属先

親会社株主に帰属する
包括利益

-21,480 -19,690 -41,170 -19,690 親会社の所有者

非支配持分株主に係る
包括利益

3,479 1,002 4,481 1,002 非支配持分
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Ⅳ．結語

　米国会計基準からIFRSへの適用を行った企業と日本基準からIFRS導入に踏み切った企業に

おいて今回の電機・精密・情報企業の分析においてどのような課題が得られたのかを検討する。

　第一に，IFRS 海外売上比率の面では米国会計基準からIFRSへの適用を行った企業では日立

製作所47.9%，パナソニック50.2%,リコー58.3%で50％以上と高い。一方日本基準からIFRS導入

を行った企業では，セイコーエプソン74.6%，富士通39,6％，NEC21.4％とばらつきがある。こ

れからは日本の人口減少に伴う日本市場の拡大が望めないところから海外進出の環境整備の一

環としてIFRS導入に踏み切る企業が増えるものと思われる。

　第二に，売上収益の認識面では米国会計基準からIFRSへの適用を行った企業では，日立製

作所はIFRSが米国会計基準よりも売上高は50,244百万円増加し，パナソニックもIFRSが米国

会計基準よりも売上高は72,589百万円増加しているのに対し，リコーはIFRSが米国会計基準よ

りも売上高は-38,502百万円減少している。一方日本基準からIFRS導入を行った企業では，富

士通は，IFRSと日本基準の売上高の差異はゼロ，NECはIFRSが日本基準よりも売上高は3,652

百万円微増，セイコーエプソンはIFRSが日本基準よりも売上高は－1,665百万円微減である。

この種の業種では仲介的な要素がなく総額主義であるという点と収益認識時点の原則主義の観

点からIFRS導入の影響は企業様々であるのが通常である。

　第三に，のれんの会計処理の面では，米国会計基準はIFRSと同様にのれんを償却せず減損

損失のみの計上である。その結果日立製作所のれん残高は438,131百万円で，当期利益の

201.5%で約２年分に相当する。パナソニックは平成29年３月末現在ののれん残高は386,887

百万円で当期利益の259.0%で約2.5年分に相当する。リコーはのれん残高は254,215百万円で当

期利益の349.1%で約3.5年分に相当する。云うまでもなく買収等で発生したのれんは，それ単

独では売却できない。

　一方，日本基準ではのれんを20年以内の規則的償却を行い更に減損損失の計上を強制適用し

てきた。富士通はのれん残高は37,616百万円で当期利益の26.9%で約3.2カ月分に相当する。

NECはのれん残高は63,220百万円で当期利益の231.5%で約２年分に相当する。セイコーエプソ

ンののれん残高は2,326百万円で当期利益の2.0%で約0.2カ月分に相当する。このように日本基

準を適用してきた企業ののれん残高は少ない。

　日本基準では，のれんを20年以内の規則的償却を行い更に減損損失の計上を強制適用してい

たが，IFRS適用後はM&Aにより取得したのれんの非償却による利益の見せかけの利益創出効

果があるが，米国会計基準だけでなくIFRSも適用後はのれんの非償却である為に減損損失の

計上の強制適用のみである。技術革新・競争企業の参入・市場での価格低落等の急激な変化で，

のれんの減損テストにより回収可能価額が帳簿価額を下回れば，減損損失処理による利益への
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マイナスの大きな影響により急激に企業基盤を危うくするリスクがあることが現実的であるこ

とを明らかにした。こののれんについては今後より更に研究をすすめる予定である。
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